○滝川地区広域消防事務組合文書事務取扱規程

制　定　平成10年３月27日訓令第１号

改正　平成14年３月29日訓令第３号

平成21年６月８日訓令第２号
　　　第１章　総　則

　（目的）

第１条　この規程は、別に定めるものを除くほか、滝川地区広域消防事務組合（以下「組合」という。）における文書事務の迅速かつ確実な処理を図るため、必要な事項を定めることを目的とする。

　（定義）

第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴　文書　職員が職務上作成し、又は取得した文書（通信機器により受信したもののうち第12条の２の規定により出力することとしたもの及び第25条第１項の規定により通信機器を利用して施行したもの並びに内部事務処理電算システムに記録されたものを含む。）及び図書（刊行物を除く。）並びにこれらを撮影したマイクロフィルム等であって、職員が組織的に用いるものをいう。

　⑵　課長等　課、消防署、支署（これらに相当する組織を含む。以下同じ。）の長をいう。

　⑶　通信機器　ファクシミリ装置及び総務課長が指定するシステムで運用する電子メールに係る送受信装置をいう。

　⑷　内部事務処理電算システム　電子計算機を利用して組合内部における特定の事務の処理を行う仕組みであって、処理する業務が大量かつ定型的なものとして総務課長が指定するものをいう。

　（文書主義の原則）

第３条　事務を処理するに当たっては、緊急を要する場合のほか、すべて文書をもって行なわなければならない。

　（総務課長の職務）

第４条　総務課長は、各課の文書事務が適正かつ円滑に処理されるよう指導及び改善に努めなければならない。

　（課長等の職務）

第５条　課長等は、文書事務の迅速な処理に留意し、常に取扱いの経過を明らかにしてかなければならない。

　（文書取扱主任）

第６条　課長等の文書事務を補助するため、課に次の各号に掲げる者のうちから文書取扱主任を置かなければならない。

　⑴　課長補佐、副主幹、署長補佐及び支署長補佐（以下「補佐等」という。）

　⑵　係長、主査（以下「係長等」という。）

２　文書取扱主任は、当該所属の課長等が指名する。

３　課長等は、文書取扱主任を指定したとき又は異動があったときは、速やかに総務課長に報告しなければならない。

４　文書取扱主任は、課長等の命を受けて、その所属における次に掲げる事務を行う。

　⑴　文書の受領及び受付に関すること。

　⑵　文書の審査に関すること。

　⑶　文書の施行に関すること。

　⑷　ファイリングシステムに関すること。

　⑸　文書の処理の促進に関すること。

　⑹　文書の保管及び保存に関すること。

　⑺　文書の引継ぎ及び廃棄に関すること。

　⑻　文書事務の指導及び改善に関すること。

　⑼　前各号に掲げるもののほか、文書事務に関し必要な事項

　（文書の分類）

第７条　文書の分類は、滝川地区広域消防事務組合ファイル基準表（以下「ファイル基準表」という。）に定めるところにより行うものとする。

２　ファイル基準表は、組合長が別に定める。

　（文書年度）

第８条　文書の処理に関する年度は、別に定めるもののほか、４月１日から翌年３月31日までとする。

　　　第２章　文書の収受及び配付

　（総務課等における到達文書及び取扱い）

第９条　総務課において収受した文書は、次に定めるところにより取り扱わなければならない。

　⑴　配付先の明確な文書は、消防本部に設置しているメ－ルボックス（以下単に「メールボックス」という。）に配付する。

　⑵　配付先の明確でない文書は、開封し、配付先を確認した上、消防本部設置のメ－ルボックスに配付する。

　⑶　書留、配達証明、特別送達その他の特殊な文書（以下「特殊文書」という。）は、封筒の表面に受付印（別記第１号様式）を押印し、特殊文書収受簿（別記第２号様式）に所要事項を記載して、当該課の文書取扱主任に直接交付する。

　⑷　複数の課に関連する文書があるときは、当該文書の処理に最も関係が深いと認める所属のメールボックスに配布する。

２　総務課以外で到達文書を取り扱わなければならない場合は、前項の規定を準用する。

　（執務時間外到達文書）

第10条　執務時間外に到達した文書は、交替勤務者が受領し、緊急の処理を必要とするものを除き、消防本部にあっては総務課長、その他の課にあっては当該各課の文書取扱主任に引き継がなければならない。

　（配付文書等の取扱い）

第11条　第９条の規定により配付され、又は交付された文書（以下「配布文書等」という。）は、文書取扱主任が受領し、封書にあっては親展その他開封することが不適当と認められる文書を除きすべて開封し当該文書の余白に、はがきにあってはその表面に受付印を押し、消防長又は課長等に配付するものとする。この場合において、文書取扱主任は、当該配布文書等と受付印とにかけ、認印を押さなければならない。

２　文書取扱主任は、配布文書等に金券等が添付されているときは、金券整理簿（別記第３号様式）に所要事項を記載し、処理しなければならない。

３　第１項の規定にかかわらず、文書取扱主任は、次に掲げる配布文書等を直接担当者（第４号にあっては名あて人）に配付し、又は処理することができる。

　⑴　パンフレット、ポスタ－、広告類等

　⑵　事務連絡等で回覧をもって用務の終了するもの

　⑶　定例かつ軽易な同一案件の文書で課長等が指定するもの

　⑷　親展その他開封することが不適当と認められる文書

４　文書取扱主任は、配布文書等で自課の所管に属さないものは、直ちに総務課に返付しなければならない。

　（配付文書等の処理）

第12条　前条第１項の規定により配布文書等の配布を受けた消防長又は課長等は、当該文書の内容を確認し、第12条の３の規定により自ら起案する場合を除き、文書取扱主任を経て、担当者に文書を回付し、その処理について指示しなければならない。この場合において、消防長又は課長等が不在のときは、当該職の下位の職にある者が順次その事務を代行する。
２　担当者は、前項の規定により回付された文書（以下「回付文書」という。）のうち、次に掲げるものは、起案の際「一応供覧」の旨を明記し上司の指示を仰ぎ処理するものとする。

　⑴　処理前に組合長、副組合長、事務局長、事務局次長、消防長の供覧に付す必要のあるもの

　⑵　重要な文書で上司の指示により処理する必要のあるもの

３　回付文書は、速やかに処理しなければならない。

４　担当者は、回付文書のうち、処理する必要のないものは、文書の上部余白に「供覧」印を押して上司の閲覧に供する。

　（通信機器等による文書の収受）

第12条の２　文書取扱主任は、電子メールの利用に係る送受信装置で受信したもの及び電子掲示板の利用に係る送受信装置で受信したもののうち文書取扱主任が文書として取り扱うべきものと特定したものを速やかに紙に出力しなければならない。

２　受信した電話のうち、重要と認める事項については、電話受信票（別記第４号様式）にその要点を記載しなければならない。

３　第１項の規定により出力した文書、前項の規定により作成する電話受信票並びにファクシミリ装置により受信した文書については、前２条の規定の例により処理するものとする。

　　　第３章　文書の起案

　（起案）

第12条の３　消防長又は課長等は、第12条第１項の規定による文書の内容の確認により必要があると認めるときは、決裁責任者（滝川地区広域消防事務組合事務決裁規程（昭和62年滝川地区広域消防事務組合訓令第２号。以下「決裁規程」という。）第２条第１号に規定する決裁責任者をいう。以下同じ。）から必要な処理の方針の指示を受け、自ら起案するものとする。

２　担当者は、第12条第１項の規定により起案を指示されたときは、これに従い必要な起案をしなければならない。
　（起案の方法）

第13条　起案は、起案用紙（別記第５号様式）を用い、次に掲げる事項に留意して行わなければならない。

　⑴　立案の経過を知りやすくするため、必要に応じその参考資料又は法規等を添付すること。

　⑵　文書は、別に定める滝川市の規程の準用に関する規程（昭和58年滝川地区広域消事務組合訓令第３号）第２条第１号に従い、簡単平易かつ正確に記載すること。

　⑶　当該事案について協議した協議先がある場合は、協議先を記載すること。
２　前項の規定にかかわらず、軽易又は定例的な事務処理の発議については、文書の余白等を用いて起案することができる。

３　前項の規定により、文書の余白等を用いて事務処理の発議をする場合においては、施行及び取扱いの方法のほか、文書分類番号（ファイル基準表により分類された文書に付す分類番号をいう。以下同じ。）及び保存年限並びに所属課係名及び発議年月日を記載しなければならない。

第13条の２　通信機器を利用して施行する文書には、起案用紙の件名欄の末尾に次に掲げる施行区分のいずれかをかっこ書で記載して起案しなければならない。

　⑴　ファクシミリ施行

　⑵　電子メール施行

　（起案を要しない文書）

第13条の３　打合せ資料その他の等起案によらないで作成する文書（常時使用する台帳等でファイル基準表にその保存年限が常用と定められているものを除く。以下「起案を要しない文書」という。）の作成者は、文書分類番号及び保存年限並びに課名及び文書の作成年月日その他必要な事項を当該文書の見やすい箇所に記入するものとする。

　（決裁）

第14条  起案文書は、直近上位者から順次上位者の審査・承認を経て決裁責任者（滝川地区広域消防事務組合事務決裁規程（昭和62年滝川地区広域消防事務組合訓令第２号。以下「決裁規程」という。）第２条第１号に規定する決裁責任者をいう。以下同じ。）の決裁を受けなければならない。

２　起案文書の回議中、原案を加除訂正したときは、訂正の箇所に訂正者の認印を押印し、経過を明らかにしておかなければならない。

３　決裁責任者は、決裁時において起案文書に決裁年月日を記入しなければならない。

４　前３項の規定は、第13条第２項の規定による起案に係る決裁については、適用しない。
　（合議及び協議）

第15条　他の課に関連する事案は、その合議を経て決裁を受けなければならない。

２　担当者は、合議を要するものは、第13条第２項の規定による起案に係る決裁の場合を除き、起案文書の合議欄に当該合議の権限を有する者の役職名を記入する。

３　合議を要する事項については、決裁規程の定めるところによる。

４　担当者は、合議すべき事案が軽易なものであるとき又は単に周知すべきものであるときを除き、合議に先立って、当該合議の権限に係る事務に係る担当者と協議しなければならない。
　（合議事案に対する処理）

第16条　合議事案に対する同意・不同意の意思表示は、速やかに行うものとする。

２　合議事案において、関連課より異なった意見が出された場合には、起案した課等において速やかに調整しなければならない。

３　前項の場合において、なお同意が得られないときは、調整のてん末を付して上司の指示を受けなければならない。

４　合議した事案が当初の起案と異なって決裁されたとき又は廃案となったときは、起案者がその旨を合議先に通知しなければならない。

　（意思決定に係る責任）

第16条の２　決裁責任者は、起案文書に係る意思決定について責任を負う。

２　課長等は起案文書の作成並びに関係する課との協議及び調整について、文書取扱主任は審査した起案文書の体裁及び内容について、起案者は起案した作業内容について、それぞれ上司に対し説明責任を有する。
　（議案等の取扱い）

第17条　議会に提出する議案及び条例、規則、訓令、要綱等の原議は、決裁後速やかに総務課長に引き継がなければならない。

　　　第４章　令達

　（文書の区分）
第18条　文書は、令達文書及び一般文書に区分する。

２　令達文書は、次に掲げるとおりとする。
　⑴　条例　地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第14条第１項の規定によるもの
　⑵　規則　法第15条第１項の規定によるもの
　⑶　訓令　部、課及び施設の全部若しくは一部又はその長に対し、一般的に指揮命令するもの
　⑷　告示　一般又は一部に対し、公示又は公表するもの
　⑸　達　特定の団体又は個人に対し、許可、認可等を取り消し、又は一方的に作為若しくは不作為を命令するもの
　⑹　指令　申請、願出等に対し、許可又は認可の可否あるいは具体的事実について指示命令するもの
３　一般文書は、令達文書以外の文書とする。　
（令達番号）

第19条　総務課長は、条例、規則、訓令、指令及び告示について、令達番号簿（別記第７号様式) を備え、令達の種別ごとにその番号、年月日及び件名を付し、処理する。

２　前項の規定による番号は、条例、規則、訓令及び告示については暦年ごとの一連番号に、指令については４月１日から翌年３月31日までの一連番号によるものとする。

　（公告）

第20条　条例、規則、訓令及び告示は、滝川地区広域消防事務組合公告式条例（昭和47年滝川地区広域消防事務組合条例第１号）により公告しなければならない。

　　　第５章　文書の施行

　（文書の名義）

第21条　法令の規定により権限を行使するための文書は、当該権限を有する者（法令の規定により委任を受けた者を含む。）の名で施行しなければならない。

２　前項の文書以外の文書は、原則として当該文書の決裁に係る決裁責任者の名で施行するものとする。

３　前２項の規定により施行する文書（以下「施行文書」という。）の記名は、当該職及び氏名をもって表示するものとする。ただし、前項の規定による施行文書については、氏名を省略することができる。

４　第１項及び第２項の規定による文書には、その本文の末尾に担当課名その他当該文書についての連絡先をかっこ書により表示にするものとする。

　（発送文書の表示）

第22条　文書取扱主任は、発送を要する文書（以下「発送文書」という。）には、記号及び番号を付さなければならない。ただし、軽易な文書については、この限りでない。

２　前項の記号は「滝消組」の次に各所属名・各係名の頭字１字又は２字と文書発送番号簿（別記第８号様式）に登載した番号を記載するものとする。

３　前項の番号は、４月１日から翌年の３月３１日までの一連番号によるものとする。

　（発送文書の公印）

第23条　発送文書には、すべて滝川地区広域消防事務組合公印規則（平成10年滝川地区広域消防事務組合規則第５号）の定めるところにより公印を押さなければならない。ただし、次に掲げる文書については、この限りでない。

　⑴　第21条第２項の規定による文書

　⑵　内容が軽易な文書

　（文書の発送）

第24条　所管所属は、文書を郵送により発送しようとするときは、所定の封筒を使用し、あて名書きの上、速達、書留、親展等の取扱いを要するものは、その旨の表示をしなければならない。

２　前項の規定による処理を終えた文書は、勤務時間終了２時間前までに総務課に回付しなければならない。ただし、緊急を要するものについては、この限りでない。

３　郵送による発送文書は、特殊取扱いのものを除くほかは、料金後納郵便物差出票（別記第９号様式）によって発送しなければならない。

４　前項の規定にかかわらず、郵便切手、官製はがき又は現金書留封筒（以下「郵便切手等」という。）を使用して発送する必要がある文書は、郵便切手等受払簿（別記第10号様式）に必要事項を記載しなければならない。

５　郵便によらない発送文書は、職員をして発送させるものとする。ただし、重要な文書については、送達簿（別記第11号様式）によって処理しなければならない。

　（通信機器による文書の施行）

第25条　文書取扱主任は、施行文書が第23条ただし書の規定により公印の押印が省略できるものであって、その相手方が組合の機関又は通信機器を利用して施行することについて同意を得た機関等であるときは、当該文書を通信機器を利用して施行することができる。

２　通信機器による施行文書は、送信することにより当該文書が施行されたものとする。

　　　第６章　文書の保管及び保存

　（完結文書）

第26条　完結文書とは、処理が完結した事案に係る文書（起案を要しない文書を除く。）をいう。

　（完結文書等の整理）

第27条　完結文書（処理する必要のない軽易な文書であって用務終了後廃棄するもの除く。）は、ファイル基準表の定めるところにより整理区分し保管しなければならない。

２　起案を要しない文書で処理が完結した事案に係るもの（以下「起案を要しない完結文書」という。）の整理及び保管は、前項の規定の例による。

　（未完結文書）

第28条　未完結文書とは、完結文書及び起案を要しない完結文書以外のものをいい、常時使用する台帳等のうち継続使用しているもの及び協定書等のうち期間の定めのないものであって、ファイル基準表にその保存年限が常用と定められているものを含む。

　（未完結文書の整理）

第29条　未完結文書は、それぞれ担当者が分類整理し保管することができる。

　（文書の保管）

第30条　第27条第１項の規定により保管された文書は、所管課において当該文書の完結した日の属する年度の翌年度の末日まで保管するものとする。

２　前項の保管期間は、保存年限に算入する。

３　所管課長等は、文書の適正な保管について、文書取扱主任及び職員を指揮監督するとともに保管の責任を負う。

　（保存年限）

第31条　完結文書の保存年限は、永年、10年、５年、３年、１年の５区分とし、おおむね次により決定する。

　⑴　法令の指定　国の法令、北海道の条例、規則等に規定されているもの

　⑵　内容の効力　委員等の任期、適用期間、証拠期限等の定まっているもの

　⑶　その他　文書の性質、使用期間、重要度、市・町政への影響度等から判断するもの

２　前項に定めるもののほか必要な事項は、ファイル基準表に定める。

３　起案を要しない完結文書の保存年限は、前２項の規定の例による。ただし、軽易な文書であって１年以上の保存年限を定める必要がないものについては、当該文書に係る事務を遂行する上で保存する必要があると所管課長等が認めた期間とすることができる。

第32条　削除
　（保存年限の始期）

第33条　保存年限は、文書の完結した日に属する年度の翌年度から起算する。

　（保存文書の貸出し）

第34条　各課で保存中の文書の閲覧又は貸出しを受けようとする職員は、書庫等に備え付けた文書貸出簿に必要事項を記入しなければならない。

２　貸し出された文書は、各課長等の許可を受けなければ庁外に持ち出し、又は転貸してはならない。

　（保存期間の延長）

第35条　総務課長は、保存年限の終了した文書で更に年限を定めて保存する必要があると所管課長等から申請のあったものについては、保存期間を延長することができる。

２　所管課長等は、保存期間が満了した文書であっても、更に保存の必要があるときは、保存期間の延長を総務課長に申し出て承認を受けなければならない。

  　　第７章　文書の廃棄

　（廃棄）

第36条　保存期間が満了した文書は、課長等が廃棄しなければならない。

２　保管期間と保存期間が同時に満了した文書は、所管課長等が廃棄しなければならない。

３　完結文書（保存年限が１年のものを除く。）の廃棄にあっては、課長等が廃棄文書リストを作成し、所定の決裁を受けなければならない。

４　廃棄すべき文書のうち、秘密のもの又は他に悪用されるおそれのあるものは、焼却し、又は切断しなければならない。

　（市・町政の資料）

第37条　課長等は、廃棄文書のうち、市・町の行政資料として必要と認めるものは、これを別に保存しなければならない。ただし、図書館長等が必要と認めるものは、図書館等において市・町勢資料として保存することができる。

　　　第８章　雑則

　（委任）

第38条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、組合長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規程は、平成10年４月１日から施行する。

（滝川地区広域消防事務組合消防本部処務規程の廃止）

２　滝川地区広域消防事務組合消防本部処務規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令第４号）は、廃止する。

（経過措置）

３　この規程の施行の際、既に滝川地区広域消防事務組合消防本部処務規程（昭和47年滝川地区広域消防事務組合訓令第４号）に基づいてされた処理及び手続は、それぞれこの規程の相当規定に基づいてされた処理及び手続とみなす。

４　この規程の施行の際、現に存する旧規程に定める帳簿及び用紙等は、所要の調整をして当分の間、これを使用することができる。

附　則（平成14年３月29日訓令第３号）

（施行期日）

１　この規程は、平成14年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この規程の施行前にこの規程による改正前の滝川地区広域消防事務組合文書事務取扱規程（以下「旧規程」という。）に基づいてされた処理及び手続については、それぞれこの規程による改正後の滝川地区広域消防事務組合文書事務取扱規程の相当規定に基づいてされた処理及び手続とみなす。

　（暫定措置）

３　この規程の施行の際現に存する旧規程に定める様式は、所要の調整をして当分の間、これを使用することができる。

　　　附　則（平成21年６月８日訓令第２号）
この訓令は、公布の日から施行する。

